
 
 

熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 熊本県内におけるがん患者等の就労支援対策を総合的に推進するため、熊本県

がん患者等就労支援ネットワーク会議（以下「ネットワーク会議」という。)を設置

する。 

 

（協議事項） 

第２条 ネットワーク会議は、次の各号に掲げる事項を協議する。 

（１）がん患者等就労支援ネットワークの構築及び推進に関すること 

（２）がん患者等の就労支援対策の連携・調整及び情報共有に関すること 

（３）がん患者等の就労支援に携わる人材の育成に関すること 

（４）がん患者等の就労環境の整備・促進に関すること 

（５）その他がん患者等の就労支援を推進するために必要な事項に関すること 

 

（構成） 

第３条 ネットワーク会議は、別表に掲げる団体等を代表する委員から構成する。 

 

（代表幹事） 

第４条 ネットワーク会議に代表幹事を置き、委員の互選によりこれを決定する。 

２ 代表幹事が不在のときは、あらかじめ代表幹事が指名した団体等を代表する委員が

その職務を代行する。 

 

（会議の開催） 

第５条 ネットワーク会議は、代表幹事の指示を受け、事務局が招集する。 

２ ネットワーク会議は、代表幹事が議長となり、議事を整理する。 

３ 代表幹事は、必要があると認めるときは、第３条に規定する委員以外の者の出席

を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第６条 事務局は、熊本県健康福祉部健康局健康づくり推進課内に置く。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、ネットワーク会議の運営その他に関し必要な事

項は、代表幹事又はネットワーク会議の了解のもと事務局が別に定める。 

 

附則 この要綱は、平成２９年１月５日から施行する。 
 

 

 参考資料１（平成 29 年 2 月 7 日熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議）  



 

 

 

別表 

熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議 構成団体等 

区 分 所 属 備 考 

学識経験者 熊本学園大学 （社会福祉学部社会福祉学科） 

がん経験者 がんサロンネットワーク熊本  

医療関係 公益社団法人 熊本県医師会 （産業医） 

〃 公益社団法人 熊本県看護協会 （産業保健師） 

〃 公益社団法人 熊本県薬剤師会 （薬剤師） 

〃 

 

熊本県がん診療連携協議会 

（相談支援・情報連携部会） 

（専門医） 

（相談員） 

労働関係 熊本労働局 （職業安定課） 

（熊本公共職業安定所） 

〃 独立行政法人労働者健康安全機構 熊本産業保健総合支援センター  

〃 熊本県社会保険労務士会  

保険関係 全国健康保険協会熊本支部  

企業関係 熊本県経営者協会  

〃 熊本県がん予防対策連携企業・団体 （株式会社肥後銀行人事部） 

行政関係 熊本市保健所 医療政策課  

〃 熊本県保健所長会  

〃 熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用創生課  

事務局 熊本県健康福祉部健康局健康づくり推進課  

（順不同） 



 

 

がん患者等に対する就労支援を充実させる対策のための提言書（概要版） 
平成２７年１２月 熊本県がん患者向上支援対策会議 

 

本県では 20歳から 64歳までの 3,511人ががんに罹患しており、がんの治療

を継続しながら就労している方も多くなっているが、就労可能な状態にもかか

わらず、復職、就労を継続することが困難なケースも生じている。そこで、が

ん患者・経験者及びその家族（以下「がん患者等」という。）の就労支援に係る

対策を実施するに当たり、その実効性をより高めるため、就労支援に関する関

係機関等で、就労支援に係る課題、具体的な対策及び方向性等について意見交

換を行い、その提言を次のように取りまとめた。 

 

１ 課題・ニーズの主な例 

①がん患者等 

・相談先が分から

ない。職場に病状

等が伝えにくい。 

・がんや治療に伴

う身体的、心理

的・経済的な問題

がある。 

②医療機関等 

・就労継続を意識

した説明、声かけ

が十分でない。 

・就労支援に関す

る知識、技量、情

報が十分でない。 

・職場との情報共

有が十分でない。 

③企業等 

・がんは私傷病で

手厚い対応が難し

い。経営的負担が

ある。 

・主治医と産業医

等との連携が十分

でない。 

・柔軟な勤務制度

の整備が困難。 

④その他 

・がんに対する知

識が十分でない。 

・関係者間の連携

が十分でない。 

・活用可能な制度

の周知が十分でな

い。 

 

 

 

２ 就労支援対策 

今後、必要となる就労支援対策については、以下のとおり、①最優先で実

施することが望ましい対策、②優先して着手又は実施することが望ましい対

策、③今後効果等を含めて検討が必要な対策に分けて整理した。 

なお、対策の実施に当たっては、県を中心に関係機関が連携・協力して取

り組まれることを望む。 

 

【最優先で実施することが望ましい対策】 

◎「がん患者等就労支援ネットワーク会議（仮称）」の設置・開催、顔の見える関係づくり 

「がん患者等就労支援ネットワーク会議(仮称)」を設置し、関係者間の連

携を促進し、中長期対策の検討の場とするとともに、就労支援シート等の作

成、活用等を図り、ＰＤＣＡサイクルによる定期的な評価を行う。また、顔

の見える関係づくりを目的とした定期的な会の開催に努める。 

 

◎医療従事者、相談員、労働者及び経営者等に対する研修会・講演会等の実施（拡充） 

それぞれの関係機関で、既存の研修会・講演会等を活用するなど、社会保

険労務士会や熊本労働局等を含む関係機関と連携し、がん患者等の就労支援

の内容（がん経験者の体験談等）を取り入れた研修会・講演会等を実施する。 



 

 

 

◎「就労支援に関する相談窓口一覧のリーフレット」作成及び患者に届ける仕組みの整備 

関係機関が連携して、就労支援の窓口、相談支援センター、その他の支え

る仕組み（がん情報サービスのホームページ、産業医・保健師の業務を含む）

を一覧にしたリーフレットを作成し、患者、家族が必ず訪れる窓口（外来受

付、入院受付、支払窓口、調剤薬局窓口等）で配布する。また、がんと診断

された方がすぐに仕事を辞めないよう、医療機関で「今すぐに仕事を辞める

必要はない」と明記した書類を渡す取組みを行う。 

 

【優先して着手又は実施することが望ましい対策】 

 以下の対策については、「がん患者等就労支援ネットワーク会議（仮称）」

等において継続検討事項とした上で、関係機関において優先して着手又は実

施することを望む。 

◎啓発チラシやマニュアル等支援ツールの提供（コンパクトな概要版） 

◎「がん患者、職場、医療機関等をつなぐ就労支援シート」の作成（「産業医

との連携」等、就労支援を視野に入れた「私のカルテ」の活用の検討）、モ

デルケースの検討・実施 

 ◎企業等における産業保健スタッフの活用、職員・家族への周知 

◎就労支援の専門家（ハローワーク・社労士等）と連携した相談対応の実施

（がん相談員が相談できる場の検討） 

◎ピアサポート体制の充実・実施 

 ◎がんに対する正しい知識の普及啓発等を含む「がん教育」の実施 

 

【今後効果等を含めて検討が必要な対策】 

・がん相談員等からの相談に応じるスーパーバイザーの人材養成 

・24時間がん就労ホットラインの設置 

・土曜・休日診療の試行的取組み、外見支援専門スタッフの配置 

・企業等の経済的負担軽減策 

・がん患者等が働きやすい職場の登録と表彰、優良事例紹介 

 

 

３ 就労支援対策のフォローアップ 

  実施に当たっては、関係機関に協力を促すこと、１年以内に「がん患者等

就労支援ネットワーク会議（仮称）」を設置し、毎年度、提言にある対策等の

進捗状況を報告することを望む。 
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がん患者の社会的な問題に関する議論の整理（案） 

 

（現状と課題） 

○ 生産年齢人口（15 歳～64 歳）におけるがん罹患者数は増加しており、仕事

を持ちながら悪性新生物で通院している者は 32.5 万人いる。 

○ がん診療連携拠点病院では、がん相談支援センターで就労に関する相談に対

応している。 

○ 社会保険労務士等をがん相談支援センターへ配置するがん患者の就労に関

する総合支援事業が行われている。 

○ ハローワークに専門相談員を配置し、がん診療連携拠点病院と連携し、がん

患者等の就労支援を行う「がん患者等に対する就労支援事業」は、2016 年

度より全国 47 都道府県で実施されている。 

○ 「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」が2016

年２月に公表され、周知のための取組が行われている。 

○ がん診療連携拠点病院、企業、ハローワークでがん患者に対する就労支援の

取組が行われているが、がん患者の依願退職、解雇の割合は 34％となって

おり、10 年間で改善が無い。地域差もあり十分には患者家族に届いていな

い。 

○ 2015 年の調査では、治療開始前の診断早期に離職している者もいる。 

○ がん患者の働き方は個別性が高く、また支援の関係者は医療、職域、地域に

わたり、全体把握をすることが難しい。 

○ 就労支援は患者と企業の双方で協力していくことが必要であるが、就労支援

に関して関心のない企業もある。一方で、就労支援に積極的な企業は当然の

こととして対応がなされているものの、好事例として外部の企業等に共有し

ていない等の現状もある。 

○ 就労を継続する上で、患者自身が企業に対して自分の治療や症状に関するこ

とを説明することが必要であるが、十分な説明を行うことが患者にとっては

困難な現状である。 

○ 時間外に放射線治療を受けられる外来を希望する声がある一方で、それに対

応する医療従事者の勤務体制への負担も心配されている。 

○ がん患者の再就職率や就労継続等についての調査が必要であることと同様

に、サバイバーシップの視点から、満足して仕事を得ているか、どのような

生きがいをもって仕事をしていくのかということを明らかにすることも重

要である。 

○ 治療による副作用等が就労の継続に影響している。 

 

TMHOQ
スタンプ

kumamoto
タイプライターテキスト
（参考資料３）

kumamoto
タイプライターテキスト

kumamoto
タイプライターテキスト

kumamoto
タイプライターテキスト
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（今後の方向性） 

【離職防止、就労継続支援】 

○ 医療機関やがん相談支援センター等で、初診時に離職防止の啓発のためのリ

ーフレットを配布する等、離職防止に向けた積極的な取組を行うべきである。 

○ がん診療連携拠点病院は、がん相談支援センターで就労に関する相談に対応

していることを患者、家族に周知する仕組を整備し、治療と仕事の両立につ

いて支援すべきである。 

○ 相談支援のニーズを掘り起こし、就労支援を必要とする人を適切な相談窓口

へ紹介する仕組の構築が必要である。 

○ がん患者が活用できる各種制度の周知方法について検討すべきである。 

○ がん診断早期の離職への対応として、拠点病院だけではなく検診機関やプラ

イマリーケアの医療機関と連携した啓発を行うべきである。 

○ がん相談支援センター、産業保健総合支援センター等の現存のリソースの活

用を拡大、周知すべきである。 

○ 事業者に治療を継続しやすい休暇制度や、体調に見合った配置転換といった

職場環境の整備等、がん患者に対する支援・職場環境の改善を求めるべきで

ある。 

○ がん患者の治療と仕事の両立を推進するための企業に対する効果的な啓発

や支援を行う企業の取組については、2015 年度より企業アクション事業で

開始しているが、先行している好事例を集め、就労支援に積極的な企業は表

彰を行うべきである。 

○ 医療機関は関係機関と連携を強化し、治療の内容、予定、症状について、患

者自身が企業に説明し治療と仕事を両立するためのプランを立てられるよ

うな情報を理解できるための仕組を構築すべきである。 

○ がん相談支援センターは、企業との連携だけではなく、関係機関と連携し、

介護・育児も含めた患者の個々の状況に応じた就労支援をすべきである。 

○ 主治医と産業医や産業保健スタッフの連携強化、医療機関のスタッフと企業

の産業保健スタッフの連携を強化する体制を構築すべきである。 

○ 産業医や産業保健スタッフが配置されていない中小企業は、産業保健センタ

ーの支援を積極的に活用すべきである。 

○ 医療機関や産業保健総合支援センターにおいて専門的に就労支援に対応で

きる人材を育成すべきである。 

○ 柔軟な休暇制度や勤務制度の導入をする企業に対して、国は支援し普及を図

るべきである。 

○ 企業は治療と仕事の両立ができるための社内制度の整備だけではなく、社員

の理解を得るための風土作りも進めるべきである。 
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○ 支持療法に関する研究やアピアランス支援を充実すべきである。 

 

【再就職支援】 

○ 離職防止や治療と仕事の両立支援を医療機関では積極的に行い、再就職支援

については、専任の就職支援ナビゲーターを配置するハローワークに紹介す

るなど仕分けを行うべきである。 

○ がん患者に対する就職支援事業について、患者、家族のみならず、医療スタ

ッフにも周知し、事業の活用を普及すべきである。 

○ 治療と両立できる求人の確保等を推進するとともに、がん患者等に対する就

職支援事業を行う拠点数を拡充すべきである。 

○ がん経験者やがん治療を受ける者を雇用するための方策について検討すべ

きである。 

○ サバイバーシップの観点から、就労は継続されているのか、仕事に関する満

足や生きがい等に関する調査や検証を行うべきである。 



国立がん研究センター がん対策情報センター
がんサバイバーシップ支援部 高橋 都

miyataka@ncc.go.jp

患者

労働者

医療機関

職域

• 医 師・看護師・薬剤師
• MSW
• 臨床心理士
• OT/PT 
• 管理栄養士
• 院内のがん相談支援センター（拠点

病院の場合）

職場
• 上司
• 同僚
• 人事
• 経営者
産業保健スタッフ
• 産業医
• 産業看護職

• 社会保険労務士
• ハローワーク
• 患者会
• 育児・家事支援サービス
• 産業保健総合支援センター
• 医師会

• 地域の拠点病院のがん相
談支援センター

c

学域

行政

地域

社会的問題としての「就労」の特徴①
関与するプレイヤーが多い（＝対応/介入対象が多い）

社会的問題としての「就労」の特徴①
関与するプレイヤーが多い（＝対応/介入対象が多い）

TMHOQ
スタンプ

TMHOQ
スタンプ

kumamoto
タイプライターテキスト
（参考資料４）

kumamoto
タイプライターテキスト

kumamoto
タイプライターテキスト

kumamoto
タイプライターテキスト



要因 具体的内容
1.医学的条件 がんの種類、進行度、治療内容、

診断からの経過期間など

2.個人の背景 年齢、性別、家族構成、扶養家族の有無等

3.身体的状態 身体的問題（疼痛、疲労感、外見の変化等）
認知的問題（集中力や論理的思考の機能等）

4.心理社会的状態 抑うつや不安の程度、社会的スキルや対応力
周囲から得られるサポート等

5.働く意欲 働く意欲、労働の意味等

6.職場要因 職種、職位（仕事への要求度や責任）
企業文化、就業規則、企業規模
上司や同僚との人間関係等

7. 相談窓口や情報の
利用

がん相談支援センター、各種冊子・書籍、
社会保険労務士やハローワーク
就労に関するカウンセリングサービス等

社会的問題としての「就労」の特徴②
複数の要因が関与（全体把握が容易ではない）

社会的問題としての「就労」の特徴②
複数の要因が関与（全体把握が容易ではない）

社会的問題としての「就労」の特徴③
就労力や対応力の個別性が大きい

社会的問題としての「就労」の特徴③
就労力や対応力の個別性が大きい

就労力
ほぼ以前並みの就労力を取り戻せる

⇒ 就労力の一時的低下時の配慮
就労力が落ちて元にもどらないが、ほぼ症状が固定

⇒ 現状で可能な働き方の検討
就労が難しい

⇒ 福祉的safety net

対応力
自力対応が可能

⇒ 冊子・書籍・サイトなどで情報を自力収集
少し支援が必要

⇒ 学習/交流型サポート（講演会・支援グループなど）
とても支援が必要

⇒ 専門家による個別サポート



「がん就労者への支援」これまでの進展①「がん就労者への支援」これまでの進展①

実態把握の進展

(1)がん治療と就労の両立に関するインターネット調査（厚労科研高橋班2012)
http://www.cancer-work.jp/ N=326

83/326名(25.4%)が離職
離職後再就職した49名中27名(55.1%)は再就職先に病名非開示
個人所得減少：160/326名（49.1%） 離職群72/83名（86.7%）, 非離職群88/243名（36.2%）
離職の関連要因： 非正規雇用・産業医不在・扶養家族無

(2)離職タイミング多施設調査（厚労科研高橋班2015) N=950
診断を受けて仕事が とても/やや 心配になった 808名（85.1%）
診断時の職場を退職した 199名（20.9%）

31.7 8.5 11.6 11.1 18.6 7 11.6

診断確定時

診断から最初の治療まで

最初の治療中

治療終了後から復職まで

復職後

再発後

その他治療開始前に離職
40.2％

治療開始後に離職
48.3％

Ｑ 高額療養費制度を知っているか

Ｑ 傷病手当金制度を知っているか

Ｑ 医療費控除を知っているか

利用歴あり
65.4％

利用歴あり
18.0％

いいえ
30.9% 利用歴あり

37.5％

公的支援制度の情報源

「がん就労者への支援」これまでの進展②「がん就労者への支援」これまでの進展②

(2)公的支援制度多施設調査（厚労科研高橋班2015) N=950



「がん就労者への支援」これまでの進展③「がん就労者への支援」これまでの進展③

社会問題としての「がんと就労」問題の可視化
・メディア、支援団体、医療系学術団体、経済団体、都道府県行政等

企業経営における健康全体への注目
・「健康経営」「ダイバーシティマネジメント」

新たな就労専門家サービスの医療機関への導入
社会的資源（支援サービス）の増加

・冊子・書籍・電話相談・支援サイト・院内サロン等

毎
日
新
聞

平
成
27
年
5
月
27
日

第３期基本計画に求められることは？第３期基本計画に求められることは？

1. 職域・医療機関・地域のプレイヤーの具体的連携の検討
• 関係者が顔が見える関係づくり

2. 「ハイリスクがん就労者」に向けた支援の充実化

3. 早期からの基本的対応の実施：事業場+医療機関の両方で

4. 進行中の施策の運営ノウハウの共有（ハローワーク事業等）

5. 地域における支援の強化
・相談窓口（がん相談支援セ・産業保健総合支援セ）の存在周知と強化
・家事・育児支援、就学支援、医療費補助、所得補償等の情報提供

6. 関連職能団体との連携：
・社労務士、キャリアコンサルタント、ファイナンシャルプランナー等

7. 医療機関における支援の充実

就労が困難になる根底にあるものは？
一般市民のがんイメージの問題 ⇒ 「大人のがん教育」の必要性

職域・地域・ソーシャルメディア

就労が困難になる根底にあるものは？
一般市民のがんイメージの問題 ⇒ 「大人のがん教育」の必要性

職域・地域・ソーシャルメディア



職域の課題と望まれる施策職域の課題と望まれる施策

健康問題で休む従業員の把握
支援制度情報を早期から提供
プライバシーの保持と情報管理
業務引き継ぎと再配分
主治医との医療情報の共有
職場復帰後の就業配慮の検討
組織としての支援環境の整備
新規採用時の公正な対応
事業場内の研修

病気になった従業員の支援病気になった従業員の支援
＋

周囲の従業員への対応
代替要員確保や職務再配分

↓
職場全体としての

パフォーマンス維持

事業場が支援環境を整えやすくする施策を（コスト負担への配慮）
事業場からの個別相談を可能にする施策を

「通訳」となる産保スタッフ育成・配置、産保センター等の強化
事業場の対応好事例や対応ノウハウ共有を推進する施策を

働く意欲と能力のある
人材の活用は

重要な経営戦略

医療現場の課題と望まれる施策医療現場の課題と望まれる施策

治療スタッフに無理のない関与からの検討
・ 就労状況の確認と継続勧奨
・ 院内の相談窓口の場所の提示
・ 治療計画や予想される副作用の説明
・ 主治医と職場との情報共有スキルの向上（意見書を含む）

基本的な社会保障制度情報の提供

ニーズを持つ人の相談窓口への円滑な誘導

相談支援場面の対応の充実化
・ マンパワー確保と支援ノウハウの共有

医療者・医療機関による就労支援を推進する施策を
医療現場の対応好事例や対応ノウハウ共有を推進する施策を

支援対象は患者個人• 支援対象は患者個人
• 多忙な現場で必ずしも高

くない優先順位
• 医療機関の多様性（疾病

分布・マンパワー・地域
資源等）

現場の戸惑い
「何をしたら就労支援を
したと言えるのか？」

「どうしたら治療スタッ
フの協力が得られるか」

医療者個人と医療機関全体としての医療者個人と医療機関全体としての
支援力向上が課題 ⇒ 研修・教材



国の次期基本計画の 
スケジュール 他 

参考資料５ 

平成２９年２月７日 
熊本県健康づくり推進課 



国の次期基本計画のスケジュール等 

出典：第56回がん対策推進協議会  資料５－１ 

次期熊本県がん対策推進計画の
改訂における就労支援の取組み
についてのご意見等がありまし
たら、県にお寄せください。 
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熊本県のがん診療連携拠点病院の状況 

①熊本大学医学部附属病院 

都道府県がん診療連携拠点病院 

地域がん診療連携拠点病院 

①国立熊本医療センター 
①熊本赤十字病院､①済生会熊本病院 
②熊本労災病院､③荒尾市民病院､ 
④人吉医療センター、 
 

熊本県指定がん診療連携拠点病院 

①熊本中央病院、 
①熊本地域医療センター、 
①くまもと森都総合病院、 
①大腸肛門病センター高野病院、 
②熊本総合病院、⑤熊本再春荘病院、 
⑥水俣市立総合医療センター、 
⑦天草地域医療センター、 
⑦天草中央総合病院、 
⑧山鹿市民医療センター、⑨熊本南病院 

「がん診療連携拠点病院」は､専門的ながん医療の提供､がん診療の 
連携協力体制の整備､患者への相談支援や情報提供などを担っている｡ 

１か所 

６か所 

11か所 

平成2９年1月現在 

指定期間4年 
原則１医療圏１か所 

※熊本市民病院は 
 震災被害で平成29年1月6日付で取消 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 
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熊本県がん診療連携協議会の概要 

【協議会構成員】 がん診療連携拠点病院（７施設）、 
県指定がん診療連携拠点病院（１１施設）、医療関係団体、熊本県 

幹事会 

 地域におけるがん診療連携体制等がん医療に係る情報交換 
 熊本県内の院内がん登録データの分析、評価等 
 熊本県内のがんに係るセカンドオピニオンが提示可能な医療機関の情報提供 
 熊本県における研修計画、診療支援医師の派遣調整 
 地域連携クリティカルパスの整備 

がん診断部会 

化学療法部会 

放射線療法部会 

緩和ケア部会 

相談支援・情報連携部会 

がん登録部会 

画像診断に関する研修の実施 
病理診断に関する研修の実施 
診断支援医師の派遣調整 

緩和ケアに関する研修の実施 
診療支援医師の派遣調整 
緩和ケア、ホスピスの連携体制 

化学療法に関する研修の実施 
診断支援医師の派遣調整 

がん相談支援に関する研修の実施 
セカンドオピニオンに関する情報提供 
地域連携クリティカルパスの整備 

放射線療法に関する研修の実施 
診断支援医師の派遣調整 

がん登録に関する研修の実施 
院内がん登録の統計 
県内のがん登録データ分析、評価 

が
ん
看
護
臨
床
実
務
研
修
Ｗ
Ｇ 

各
施
設
・
団
体
か
ら
部
会
へ
参
加 

ＰＤＣＡ推進ＷＧ 
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がん相談支援センターの業務 

ア がんに関 する一般的な情報の提供  
イ 地域の医療機関等に関する情報の収集、提供  
ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介  
エ がん患者の療養上の相談 
オ 就労に関する相談 
カ 地域のがん医療連携体制事例の情報収集、提供  
キ アスベストによる肺がん･中皮腫に関する医療相談  
ク HTLV－１関連疾患であるATLに関する医療相談  
ケ 医療関係者と患者会等のサポートグループ活動や 
  患者サロンの定期開催等の患者活動に対する支援  
コ 相談支援センターの広報・周知活動  
サ 相談員等に対する教育と支援サービス向上の取組 
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がん相談支援センターの相談内容 

出典：「スマートライフプロジェクト 生活習慣病を知ろう－がん」より 

治療の理解を深める 医療者との関わり 

周囲との関わり 
気持ちのこと 

制度 療養生活の過ごし方 
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県内のがん相談支援センターの利用状況 

 国指定及び県指定のがん診療連携拠点病院の19のがん相談支  
 援センターには合計で110人のがん相談員がおり、１年間で、 
 約２万件（H27.1～12）の相談がありました。 

  
年間新入院
がん患者数 

(1月～12月) 

年間外来がん
患者のべ数 
（1～12月) 

相談 
件数 

相談員1
人当たり
相談件数 

がん相談員数（職種別） 

看護師 
社会 
福祉士 

その
他 

合計 

国指定 
（8病院） 17,738 317,232 12,503 179 35 26 9 70 

県指定 
（11病院） 11,022 153,568 8,050 201 15 23 2 40 

合計 28,760 470,800 20,553 187 50 49 11 110 

※平成28年度がん診療連携拠点病院現況報告より集計。※熊本市民病院を含む。 
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熊本県がん予防対策連携企業･団体 

 標記企業・団体は、従業員やその御家族等に対し、がん予防 
 に関する知識の普及啓発やがん検診受診促進及び生活習慣病 
 対策など、がん予防対策に取り組んでいる。 

＜協定・登録企業＞ 23社 ※がんの就労支援等に具体的に取り組んでいる企業・団体は「14」 
アフラック熊本支社、㈱熊本銀行、全労済熊本本部、東京海上日動あんしん生命保険㈱、東京海上日動火災
保険㈱熊本支店、㈱ニュースカイホテル、㈱肥後銀行、明治安田生命保険相互会社熊本支社、 
(一財)熊本テルサ､サントリービバレッジサービス㈱九州営業本部､㈱鶴屋百貨店､生活協同組合くまもと、 
熊本県酪農協同組合連合会､日本生命保険相互会社熊本支社､ ㈱かんぽ生命保険､(一社)熊本県法人会連合会､ 
第一生命保険㈱、㈱アドルーム、㈱熊本県民テレビ、住友生命保険相互会社熊本支社、㈱エフエム熊本、 
㈱えがお、富国生命保険相互会社熊本支社 

・上司、人事部、産業医などが相談に応じ、休暇制度や時短勤務の 
 活用、配置転換、時間外勤務の抑止などを行う。 
・業務の軽減や通勤時間の短縮を実施。 
・特別傷病休暇、休職等により治療に専念できるよう配慮。 
・労働組合と使用者側との運営協議会におけるチェック。 
・有給処理と退院後の就業時間内の通院許可。 

＜がんに罹患した従業員が継続就労できる取組み例＞ 
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